
令和 7 年総務常任委員会（開会中） R7.6.10 所感 

1 

この日の総務常任委員会では、知事と副知事の給与を減額する条例案について、多くの質

疑が行われました。 

一見すると、「知事が責任を取るために給与を下げる案」です。 

しかし、議会で問われたのは、それだけで本当に県民の信頼回復につながるのか、という点

でした。 

各委員からは、県が刑事告発する案件としない案件の違い、前総務部長への処分の妥当

性、知事や元副知事の関与の有無、文書問題全体の説明責任、今後新しい事実が出た場

合の対応など、さまざまな角度から質疑がありました。 

私自身は、知事が自ら責任を取ろうとする姿勢そのものは、一定受け止める必要があると考

えています。 

ただし、大切なのは、給与を下げることだけで終わらせるのではなく、その責任の取り方が、

県民の信頼回復や職員の安心につながるものになっているかどうかです。 

今回の問題では、第三者調査委員会によって、県の情報漏えいや幹部職員による秘密漏え

いが認定されました。一方で、なぜそのようなことが起こったのか、関係者の認識がなぜ食い

違ったのか、再発防止策をどうするのかについては、まだ十分に整理されていない部分があ

ります。 

そこで私は、県として追加調査を行ったのか、今後行う予定があるのか、また再発防止策は

どうするのかを確認しました。 

当局からは、処分に必要な調査は終わっており、追加調査の予定はないこと、今後は綱紀

粛正や研修、情報管理の徹底などで対応するとの答弁がありました。 

しかし、私はそれだけでは十分とは言えないと考えています。 

県民の皆さんが安心して県に情報を預けられること。職員の皆さんが安心して働けること。

そして、県として説明責任を果たすこと。そのためには、給与カットだけではなく、原因の追求

と再発防止策をしっかり示す必要があります。 

結果として、第 77 号議案は継続審査となりました。 

これは、知事に反対するために止めたというより、まだ分かっていないことが多い中で、県民

に説明できるだけの判断材料がそろっていないと判断されたものだと受け止めています。 

私は、知事に何でも反対したいわけではありません。 

県政を前に進めるためにも、必要な責任の取り方、必要な説明、必要な再発防止を求めて

いきたいと考えています。 

※この所感は、委員会開催当時のものです。その後の状況変化に伴い、現在とは事情や所

感が異なる場合がありますので、予めご理解、ご承知おき下さい。 


